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１　18年６月期の業績（平成17年７月１日～平成18年６月30日）

(1）経営成績 （百万円未満切捨）

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年６月期 226 ― 27 ― 23 ―

17年６月期 246 △15.9 △46 ― △31 ―

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年６月期 △136 ― △978 91  ― △8.6 1.3 10.4

17年６月期 △136 ― △1,049 29  ― △9.9 △2.2 △12.8

（注）①期中平均株式数 18年６月期 139,534株 17年６月期 130,248株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2）財政状態  

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年６月期 1,959 1,636 82.8 11,352 16

17年６月期 1,594 1,566 98.2 11,879 41

（注）①期末発行済株式数 18年６月期 149,529株 17年６月期 135,074株

②期末自己株式数 18年６月期 5,332株 17年６月期 3,238株

２　19年６月期の業績予想（平成18年７月１日～平成19年６月30日）

当社は純粋持株会社でありますので、平成19年６月期の単体業績予想につきましては記載を省略しております。従い

まして、「平成18年６月期　決算短信（連結）」に記載しております平成19年６月期の連結業績予想をご参照くださ

い。 

３　配当状況

・現金配当  1株当たり配当金（円） 配当金総額
(百万円)

配当性向
（％）

純資産配当率
（％）中間期末 期末 年間

17年６月期 ― 500 500 65 ― 4.6

18年６月期 ― ― ― ― ― ―

19年６月期（予想） ― 未定 未定    
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１．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

  
前事業年度

（平成17年６月30日）
当事業年度

（平成18年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金   304,504   714,835  

２　有価証券   112,704   ―  

３　貯蔵品   134   ―  

４　前払費用   2,673   2,100  

５　短期貸付金 ※１  50,000   6,000  

６　未収入金 ※１  81,204   23,811  

７　その他   24   9,786  

流動資産合計   551,245 34.6  756,534 38.6

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産        

(1）建物  12,961   29,362   

(2）器具及び備品  7,949   9,795   

減価償却累計額  4,758 16,152  9,847 29,310  

有形固定資産合計   16,152 1.0  29,310 1.5

２　無形固定資産        

(1）ソフトウェア   1,807   1,445  

(2）電話加入権   446   446  

無形固定資産合計   2,254 0.1  1,892 0.1

３　投資その他の資産        

(1）投資有価証券   27,531   35,531  

(2）関係会社株式   948,803   1,036,542  

(3）関係会社長期貸付金   ―   55,500  

(4）役員及び従業員に対す
る長期貸付金

  4,362   ―  

(5）敷金   43,822   43,822  

投資その他の資産合計   1,024,519 64.3  1,171,395 59.8

固定資産合計   1,042,926 65.4  1,202,599 61.4

資産合計   1,594,172 100.0  1,959,134 100.0
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前事業年度

（平成17年６月30日）
当事業年度

（平成18年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１　短期借入金   ―   200,000  

２　未払金   16,477   11,609  

３　未払法人税等   4,805   4,413  

４　未払消費税等   ―   4,153  

６　預り金 ※２  6,754   102,010  

流動負債合計   28,038 1.8  322,187 16.5

負債合計   28,038 1.8  322,187 16.5

        

（資本の部）        

Ⅰ　資本金 ※３  948,027 59.5  ― ―

Ⅱ　資本剰余金        

１　資本準備金  448,517   ―   

２　その他資本剰余金        

(1）資本金及び資本準備金
減少差益

 300,878   ―   

(2）自己株式処分差益  138,688   ―   

資本剰余金合計   888,084 55.7  ― ―

Ⅲ　利益剰余金        

１　当期未処理損失  181,623   ―   

利益剰余金合計   △181,623 △11.4  ― ―

Ⅳ　自己株式 ※４  △88,354 △5.6  ― ―

資本合計   1,566,133 98.2  ― ―

負債・資本合計   1,594,172 100.0  ― ―
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前事業年度

（平成17年６月30日）
当事業年度

（平成18年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）  

Ⅰ　株主資本  

１　資本金 ※３ ― ― 1,132,885 57.8

２　資本剰余金  

(1）資本準備金  ― 434,171

(2）その他資本剰余金  ― 663,698

資本剰余金合計  ― ― 1,097,870 56.0

３　利益剰余金  

繰越利益剰余金  ― △318,214

利益剰余金合計  ― ― △318,214 △16.2

４　自己株式 ※４ ― ― △289,605 △14.8

株主資本合計  ― ― 1,622,935 82.8

Ⅱ　新株予約権  ― ― 14,011 0.7

純資産合計  ― ― 1,636,946 83.5

負債純資産合計  ― ― 1,959,134 100.0
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(2）損益計算書

  
前事業年度

（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

当事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　営業収益 ※１       

１　売上高        

(1）プロダクト売上高  4,014   ―   

(2）サービス売上高  50,084   ―   

２　受取管理手数料 ※４ 192,000 246,099 100.0 226,006 226,006 100.0

Ⅱ　営業費用 ※１       

１　売上原価        

(1）プロダクト売上原価  2,483   ―   

(2）サービス売上原価  36,136   ―   

２　販売費及び一般管理費 ※2,3 67,873   ―   

３　営業費用 ※2,3 185,841 292,334 118.8 198,946 198,946 88.0

営業利益又は営業損失
（△）

  △46,235 △18.8  27,059 12.0

Ⅲ　営業外収益        

１　受取利息  706   1,421   

２　投資有価証券売却益  1,584   1,918   

 ３　為替差益  ―   1,992   

４　業務代行収入 ※４ 22,791   ―   

５　その他  99 25,181 10.2 515 5,847 2.6

Ⅳ　営業外費用        

１　支払利息  ―   2,346   

２　営業権償却額  1,428   ―   

３　新株発行費  7,720   6,548   

４　事務所移転費用  1,210   ―   

５　その他  67 10,426 4.2 594 9,489 4.2

経常利益又は経常損失
（△）

  △31,481 △12.8  23,417 10.4
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前事業年度

（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

当事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅴ　特別損失        

１　ソフトウェア除却損  27,954   ―   

 ２　関係会社株式評価損  ―   159,058   

３　買収関連費用  33,157   ―   

４　組織再編費用  32,427   ―   

５　その他  10,000 103,540 42.1 ― 159,058 70.4

税引前当期純損失   135,021 54.9  135,640 60.0

法人税、住民税及び事業
税

 1,583   950   

法人税等調整額  62 1,645 0.6 ― 950 0.4

当期純損失   136,667 55.5  136,591 60.4

前期繰越損失   44,955   ―  

当期未処理損失   181,623   ―  
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売上原価明細書

１　プロダクト売上原価明細書

  
前事業年度

（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

当事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　商品原価      

当期商品仕入高  ― ― ― ―

Ⅱ　労務費  652 19.7 ― ―

Ⅲ　経費  2,464 74.2 ― ―

Ⅳ　ロイヤリティ料  202 6.1 ― ―

合計  3,320 100.0 ― ―

他勘定振替高 ※１ 836  ― ―

プロダクト売上原価  2,483  ― ―

      

　（注）

前事業年度
（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

当事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

※１　他勘定振替高 ※１　　　　　　　　　―

無形固定資産へ振替 836千円   

　２　原価計算の方法

　個別原価計算を採用しております。

　２　　　　　　　　　―
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２　サービス売上原価明細書

  
前事業年度

（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

当事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　労務費  8,792 24.3 ― ―

Ⅱ　経費 ※１ 2,738 7.6 ― ―

Ⅲ　ロイヤリティ料  24,605 68.1 ― ―

サービス売上原価  36,136 100.0 ― ―

      

　（注）

前事業年度
（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

当事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

※１　経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※１　　　　　　　　　―

旅費交通費 334千円

賃借料 1,848

消耗品費 392

減価償却費 162

計 2,738

  

  

  

  

  

　２　原価計算の方法

　個別原価計算を採用しております。

　２　　　　　　　　　―
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(3）利益処分案

  
前事業年度

（平成17年９月29日）

区分
注記
番号

金額（千円）

（当期未処理損失の処理）    

Ⅰ当期未処理損失   181,623

Ⅱ次期繰越損失   181,623

    

（その他資本剰余金の処分）    

Ⅰその他資本剰余金    

１　資本金及び資本準備金減
少差益

 300,878  

２　自己株式処分差益  138,688 439,567

Ⅱその他資本剰余金処分額    

１　配当金  65,918 65,918

Ⅲその他資本剰余金次期繰越額    

１　資本金及び資本準備金減
少差益

 234,960  

２　自己株式処分差益  138,688 373,649

    

　（注）　日付は株主総会承認年月日であります。
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(4)株主資本等変動計算書

当事業年度（自平成17年７月１日　至平成18年６月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

その他利
益剰余金

利益剰余
金合計繰越利益

剰余金

前事業年度末残高

（千円）
948,027 448,517 439,567 888,084 △181,623 △181,623 △88,354 1,566,133

事業年度中の変動額

新株の発行（千円） 184,858 184,856  184,856    369,714

株式交換に伴う新株発行（千

円） 
 11,797  11,797    11,797

剰余金の配当（千円）   △65,918 △65,918    △65,918

資本準備金の減少（千円）  △211,000 211,000 ―    ―

当期純利益（千円）     △136,591 △136,591  △136,591

自己株式の処分（千円）   79,049 79,049   88,354 167,404

自己株式の取得（千円）       △289,605 △289,605

株主資本以外の項目の当事業

年度の変動額（純額）

（千円）

        

当事業年度の変動額合計

（千円）
184,858 △14,345 224,131 209,785 △136,591 △136,591 △201,250 56,802

当事業年度末残高

（千円）
1,132,885 434,171 663,698 1,097,870 △318,214 △318,214 △289,605 1,622,935

新株予約権 純資産合計

前事業年度末残高

（千円）
― 1,566,133

事業年度中の変動額

新株の発行（千円）  369,714

株式交換に伴う新株発行（千

円） 
 11,797

剰余金の配当（千円）  △65,918

当期純利益（千円）  △136,591

自己株式の処分（千円）  167,404

自己株式の取得（千円）  △289,605

株主資本以外の項目の当事業

年度の変動額（純額）

（千円）

14,011 14,011

当事業年度の変動額合計

（千円）
14,011 70,813

当事業年度末残高

（千円）
14,011 1,636,946

－ 10 －



重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

当事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式

移動平均法による原価法

(1）子会社株式

同左

 

 

 

(2）その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2）その他有価証券

時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

貯蔵品

　最終仕入原価法

貯蔵品

同左

３　固定資産の減価償却の方

法

 

 

(1）有形固定資産

　定率法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物（建物付属設備）　　　15年

器具及び備品　　　　　　　６年

(1）有形固定資産

同左

 

 

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産

 

 

イ　自社利用のソフトウェア

　社内における見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

イ　自社利用のソフトウェア

同左

４　繰延資産の処理方法

 

新株発行費

　発生時の費用として処理しております。

新株発行費

 同左

５　引当金の計上基準

 

(1）退職給付引当金

―

(1）退職給付引当金

─

 

 

（追加情報）

　グループ間の給与体系を見直し、そ

の基準を統一させることを目的として、

平成16年11月30日をもって退職金制度

を廃止いたしました。これに伴い、制

度廃止日を基準日として退職金規定に

基づく会社都合による要支給額を退職

金として支給しております。

 

 

６　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

７　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜

方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

当事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

 ―  （固定資産の減損に係る会計基準）

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会　平成14年８月９日）及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号　平成15年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

―  （役員賞与に関する会計基準）

 当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しておりま

す。

これによる損益に与える影響はありません。

―  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平

成17年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は1,622,935千円

であります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。

 ―  （ストック・オプション等に関する会計基準）

 当事業年度より、「ストック・オプション等に関する会

計基準」（企業会計基準８号　平成17年12月27日）及び

「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第11号　平成17年12月27日）を

適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。
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表示方法の変更

前事業年度
（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

当事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

―

 

 （損益計算書）

 前期まで営業外収益の「その他」に含めて表示しており

ました「為替差益」については、当期において、営業外収

益の総額の10/100を超えることとなったため、当期より区

分掲記することといたしました。

　なお、前期の営業外収益の「その他」に含まれる「為替

差益」は2千円であります。

 ―

 

前期まで営業外費用の「その他」に含めて表示しており

ました「支払利息」については、当期において、営業外費

用の総額の10/100を超えることとなったため、当期より区

分掲記することといたしました。

　なお、前期の営業外費用の「その他」に含まれる「支払

利息」は67千円であります。 
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成17年６月30日）

当事業年度
（平成18年６月30日）

※１　関係会社に対する債権 ※１　関係会社に対する債権

未収入金 75,330千円

短期貸付金 50,000千円

未収入金 23,177千円

短期貸付金 6,000千円

※２　　　　　　　　　　― ※２　関係会社に対する債務

  

  

預り金 100,794千円 

※３　授権株式数及び発行済株式総数 ※３　　　　　　　　　　―

授権株式数 普通株式 469,320株

発行済株式総数 普通株式 135,074株

   

   

※４　自己株式の保有数 ※４　　　　　　　　　　―

普通株式 3,238株   

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成16年７月１日

至　平成17年６月30日）

当事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

※１　当社は、平成16年９月30日付で、各事業部門を新設

子会社であるデータベース・コミュニケーションズ株

式会社へ承継する会社分割を行い、持株会社に移行し

ております。

　これにより、事業構造が著しく変化したため、当事

業年度は、売上高及び売上原価並びに販売費及び一般

管理費として計上する方法から、子会社からの受取管

理手数料等を営業収益として計上し、また、一般管理

費を営業費用として計上することとしております。

※１　　　　　　　　　　―

　

※２　販売費及び一般管理費並びに営業費用の内訳は以下

のとおりであります。

※２　営業費用の内訳は以下のとおりであります。

役員報酬 70,526千円

給料 41,867

福利厚生費 9,167

退職給付引当金繰入 131

旅費交通費 12,117

支払手数料 76,016

賃借料 8,287

研究開発費 1,913

減価償却費 3,801

その他 29,885

合計 253,714

役員報酬 32,190千円

給料 57,017

福利厚生費  9,912

旅費交通費  10,251

支払手数料 50,925

賃借料  12,189

減価償却費  5,450

その他  21,010

合計 198,946

※３　研究開発費の総額 ※３　　　　　　　　　　―

一般管理費に含まれる研究開発費 1,913千円   

※４　関係会社との取引 ※４　関係会社との取引

受取管理手数料（営業収益） 192,000千円

業務代行収入（営業外収益） 22,791千円

受取管理手数料（営業収益） 226,006千円
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（株主資本等変動計算書関係）

当事業年度（自　平成17年７月１日　至　平成18年６月30日）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当事業年度増加株式数
（株）

当事業年度減少株式数
（株）

当事業年度末株式数
（株）

自己株式

普通株式　（注）１、

２
3,238 5,332 3,238 5,332

合計 3,238 5,332 3,238 5,332

 （注）１　普通株式の自己株式の株式数の増加5,332株は、市場からの買取りによる増加であります。

 ２　普通株式の自己株式の株式数の減少3,238株は、当連結会計年度より連結対象としております株式会社オルタ

スクリエイトの株式取得において譲渡したことによる減少であります。
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①　リース取引

前事業年度
（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

当事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

　重要なリース取引がないため、記載を省略しております。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

同左

②　有価証券

　前事業年度及び当事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

③　税効果会計

前事業年度
（平成17年６月30日）

当事業年度
（平成18年６月30日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）  

未払事業税 1,557千円

減価償却費損金算入限度超過額 374

繰越欠損金 69,495

繰延税金資産小計 71,427

評価性引当額 △71,427

繰延税金資産合計 ―

（繰延税金資産）  

未払事業税 1,395千円

減価償却費損金算入限度超過額 357

子会社株式評価損損金不算入額  64,259

繰越欠損金 58,921

繰延税金資産小計 124,933

評価性引当額 △124,933

繰延税金資産合計 ―

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 △40.4％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目
5.7

住民税均等割等 1.2

評価性引当額による繰延税金資産

の減額修正
34.7

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
1.2

法定実効税率 △40.4％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目
1.0

住民税均等割等 0.3

評価性引当額による繰延税金資産

の減額修正
39.5

その他 0.3

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
0.7
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

当事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

１株当たり純資産額 11,879円41銭

１株当たり当期純損失金額 1,049円29銭

１株当たり純資産額 11,352円16銭

１株当たり当期純損失金額 978円91銭

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

１株当たり当期純損失であるため、記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

１株当たり当期純損失であるため、記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

当事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

当期純損失（千円） 136,667 136,591

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純損失（千円） 136,667 136,591

普通株式の期中平均株式数（株） 130,248 139,534

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

新株予約権　１種類

（新株予約権の数　 312個）

　

新株予約権　４種類

（新株予約権の数　 6,402個）
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

当事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

１　株式会社オルタスクリエイトの買収について

　当社は、CRM関連ビジネスの補完を目的に、平成17年

７月29日付けで、企業の事業戦略・マーケティングコン

サルティング、商品プロモーションの戦略立案・プロ

デュース事業を行う株式会社オルタスクリエイトの株式

を同社の株主から100％取得し、完全子会社化いたしま

した。

(1）買収する会社の名称、事業内容及び資本金の額

名称　　　　株式会社オルタスクリエイト

事業の内容　マーケティング・プロモーション戦略

プロデュース事業

資本金　　　32,000千円

(2）株式取得の時期

平成17年７月29日

(3）取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率

取得株式数　　　　32,000株

取得価額　　　　 200,000千円

取得後持分比率　　　 100％

(4）支払資金の調達及び支払方法

　支払資金については、保有する自己株式、現金及び

預金による支払をいたしました。

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２　自己株式の処分について

　上記「１　株式会社オルタスクリエイトの買収につい

て」に記載のとおり、株式会社オルタスクリエイトの買

収に関して、当事業年度末に保有している自己株式全株

（3,238株、帳簿価額88,354千円）を買収資金の一部に

充当しております。自己株式の処分価額は１株当たり

51,700円（平成17年７月11日の終値）であり、帳簿価額

との差額79,049千円はその他資本剰余金の自己株式処分

差益に計上しております。

―
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前事業年度
（自　平成16年７月１日
至　平成17年６月30日）

当事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

３　ストックオプション（新株予約権）の発行について

　当社は、平成17年９月29日開催の定時株主総会におい

て、当社取締役、監査役及び従業員、子会社の取締役及

び従業員並びに外部支援者に対して、商法第280条ノ20

及び第280条ノ21の規定に基づき、ストックオプション

としての新株予約権を発行することができる旨を決議し

ております。

ストックオプションの内容

(1）株式の種類　　　　　：普通株式

(2）株式の数　　　　　　：5,500株を上限とする

(3）新株予約権の発行価額：無償

(4）新株予約権の払込金額：新株予約権の発行日におけ

る株式会社大阪証券取引所

ニッポン・ニュー・マー

ケット－「ヘラクレス」に

おける当社普通株式の普通

取引の終値（気配表示も含

む。以下「終値」という。

終値がない場合はそれに先

立つ直近日の終値。）に相

当する価額とする。

(5）新株予約権の行使期間：平成17年９月30日から平成

27年９月29日まで

(6）新株予約権の譲渡制限：新株予約権の譲渡について

は、取締役会の承認を要す

る。

―
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